
メリット制の適用を受ける事業主には、労災支給処分に係る取消訴訟の原告適格が認められる
（一般財団法人あんしん財団事件　東京高裁　令4.11.29判決）
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先進企業の人事トップインタビュー
第3回　ソフトバンク株式会社 コーポレート統括 人事本部 
　　　 採用･人材開発統括部 統括部長　足立竜治氏

インタビュー：これからの人事を考えるシリーズ

●新卒採用において、OB・OG訪問の対応時間は労働時間に算入すべきか
●所定労働時間が7時間であっても、過労死ラインに達する時間外労働を行った場合、配慮が必要か
●労働時間と成果の相関が高い場合でも、「コピーライター」の職務従事者に専門業務型裁量労働制を適用できるか
●テレワーク中、社員の居住地域に大雨特別警報が発表された場合の安全配慮等の対応をどうすべきか
●賃金の振込先として、社員が会社指定とは別の金融機関を希望してきた場合、本人に振込手数料を負担させてよいか
●奨学金の代理返還制度を導入する場合の留意点
●就業規則における退職の申し出期限について、一般社員と管理職の間で差を設けてもよいか
●1日6時間・週3日勤務のパートタイマーが無期転換する場合、1日8時間・週5日勤務を条件としてもよいか
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産業医、弁護士から見た
判断のポイントと対応の留意点
三菱重工業事件　（名古屋高裁　令4.2.18判決）

判例解説  ─メンタルヘルス判例研究シリーズ〈第35回〉
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